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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

※　人件費には、特別職・議員および各種行政委員らの非常勤特別職の給料、報酬を含みます。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、「地方公務員給与実態調査」による２３年４月１日現在の人数です。

 (3) 特記事項

１ 給料は、平成２２年４月から２％を減額しています。（平成２８年３月まで）

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による減額措置が無いとした場合の値です。

　　 　

　　計　Ｂ 給与費 B/A

372,016 655,069

千円千円千円 　　　　　千円

23

給　 料　　　　　　

実 質 収 支

人 千円年度

人　

（参考）

22年度の人件費率

職員数

78,038

　　　　　　％

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

区　分

23 21.9

年度 　　　　　　　千円

人 件 費

　　　　　　Ｂ

区　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（24年3月31日現在）

交野市の給与・定員管理等について　　（24年度）

　　　　　　　　　　　％

21.3

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　千円

（参考）類似団体平均

293,715 4,747,577

　　　　　千円

21,668,820

期末・勤勉手当職員手当

461 2,794,510 6,0621,767,425

一人当たり給与費

千円

6,215

90
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２　一般行政職給料表の状況（２４年４月１日現在）
（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

※ 「類似団体」の「職員数」欄は、平均職員数です。

※ 　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成20～22年の３ヶ年平均）

 なお、民間データの調査対象者は、月に18日以上雇われた者であれば日々雇用者や期間の定めがある者も含まれています。

※ 　技能労務職の職種と民間の職種などの比較にあたり、年齢、業務内容、経験年数、雇用形態などの点において完全に一致して

いるものではありません。

（注） １ 「平均給料月額」とは、２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給を平均した額です。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

　　　　 などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされて

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤

　　　　 務手当などの手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもの

　　　　 です。

（2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

１号給の
給料月額

307,800 354,700 388,300 400,600

144,500 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200

―

３　級 ４　級 ５　級 ６　級

478,200

392,805

７　級

―

456,200422,600

その他

49.7歳

大阪府

47.1歳

26人

　 　

大　学　卒

44.0歳

48.4歳うち学校給食員

うち清掃職員

49.2歳

383,215円345,900円

23人

303,506円

41.3

415,763

49.0歳

178,800

（国減額前ベース）

361,777

平均給与月額平均給料月額

413,000

１　級

平均給与月額区　　分

２　級

平 均 年 齢

最高号給の
給料月額

318,200

国

Ⅰ種　　　185,800

大　阪　府交　野　市

366,724

いるものです。　　　　

大阪府

区　　　　　分

185,800

―316,317円54人 ―

19人

799人

3479人

373,869円

328,700円

349,400円

386,923円

370,095円

285,030円

358,554円

―

288,200円44.7歳

平均給与月額

―

385,609円

対応する民間 全国平均

367,397円 ―

312,343

392,502

―

386,581円

389,923円

平均給与月額
平均給料月額

318,602

329,917

68人

42.8

340,500円46.9歳

公　務　員

職員数平均年齢
区　　分

交野市

41.5歳

― ―

270,300円270,300円

――
廃棄物処理業従業
員

― ―

―

――

355,228円

―― ―323,181円

347,095円

41.5歳

― ――

―

民　　　間

平均給与月額
平均年齢(国ベース)

大阪府平均

―

平均給与月額平均年齢

―

調理士375,148円

―

―

―

401,789

358,722

の類似職種

類似団体

国

類似団体

国

42.3

43.4

交野市
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円

円 円 円

（注）　１ 学校を卒業後、すぐに採用された場合の額です。

２ 初任給は、給与抑制措置を行う前の額です。

３ 大阪府及び国の額は、一般行政職の額です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

― 円 ― 円 円

― 円 ― 円 円

※一般行政職大学卒該当者なし。(参考)経験年数16年の場合306,457円

332,514

301,497

経験年数１５年経験年数１０年

大　学　卒 235,298 ※

技能労務職

高　校　卒

区　　　　分 経験年数２０年

339,592
一般行政職

高　校　卒

Ⅲ種　　　140,100
全　職　種

大　学　卒
Ⅱ種　　　172,200

144,500
高　校　卒

155,700
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）

（注） １ 交野市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注） 平成２３年４月から、旧給料表の１級及び２級を１級に統合し、旧給料表の３級を２級と３級に、

旧の４級を４級と５級に、旧の５級を６級と７級に分割しました。

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

4級

　本市では、公務の特殊性から勤務成績の評定を実施しておりませんので、懲戒処分や無断欠勤などの客
観的事実をもとに勤務実績として判定し、昇給へ反映しております。

課長級又はこれに相当する者の職務

７　　級

４　　級

２　　級

2級以上に格付されない職員の職務

区　　分 標準的な職務内容

人

構成比

１　　級 32.3

人 14.9

人

職員数

％80

％

10.9

％

27

37

人 8.922

5.6

17.343

人

2級

主任又はこれに相当する者の職務

課長代理級又はこれに相当する者の
職務

％

5級

次長級又はこれに相当する者の職務 14 人

５　　級

1級

2級1級19年4月1日の級構成 3級

人 10.1 ％

3級

％

６　　級 ％

理事若しくは部長級又はこれらに相
当する者の職務

23年4月1日からの級構成

25

7級

4級 5級

6級

３　　級 係長又はこれに相当する者の職務

１級

32.3%
１級

32.6%
１級

7.0%

２級

17.3%
２級

18.7%

２級

28.4%

３級

14.9%

３級

15.1%
３級

28.4%

４級, 10.9% ４級, 10.3%
４級, 21.8%

５級, 10.1% ５級, 7.9%

５級, 14.4%
６級, 5.6% ６級, 7.1%
７級, 8.9% ７級, 8.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算  5～20％ 役職加算  5～20％ 役職加算  5～20％

管理職加算 10～25％ 管理職加算 10～25％

（注）　１ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２ 支給割合などは標準的なものです。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した職員に対して普通会計から支給された

平均額です。

 (3) 地域手当

（２４年４月１日現在）

％ 人 ％

（注）                                                               地域手当の支給率は以下のとおりです。

大　阪　府

3

59.28

23.50

交　野　市

30.55

1.35

459

1,437

30.55

3全地域

2.60

交　野　市

1.45

23.50

国

1.35 2.60

59.28

1,611

1.45

33.50

1.450.65

2.60

１人当たり平均支給額（２３年度）

　本市では、公務の特殊性から勤務成績の評定を実施しておりませんので、懲戒処分や無断欠勤などの客
観的事実をもとに勤務実績として判定し、勤勉手当へ反映しております。

国

１人当たり平均支給額（２３年度）

1.35

0.65

支給対象職員数

千円

1,095

支給対象地域 支給率

41.34

47.50 59.28

―

59.28

33.50

国の制度（支給率）

119,620

支給実績（２３年度普通＜一般＞会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 　円

59.28

58,255

2,470

41.34

0.65

47.50

59.28

（勧奨退職者に限り　2％～20％）
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 (4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

※H21.4.1から、手当の種類、金額の見直しを行いました。

 (5) 時間外勤務手当

千円

　円

千円

　円

（6) その他の手当（２４年４月１日現在）

円 千円 円

円

円

犬、猫等の死獣処理作業に従事した職員

主な支給対象業務及び職員

236,338

同

を加算
同

円

感染症防疫作業従事手当

平均支給年額

―

―

―
5,000

（２３年度決算）

支給実績
（２３年度決算）

日額１００円

72,660

104,102

209,461

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当たり

―

13,000

9,075

11,000

薬剤散布作業に従事した職員

配偶者のいない場合の1
人目の子など

13

16歳～22歳の扶養親族
(子)

手当の名称

市税等事務従事手当

83,257

１当務当たり７００円

支給実績（２３年度普通＜一般＞会計決算）

消防法に規定する危険物、ボイラー、水質検査等を行うた
め塩酸、硫酸等の有害物を取扱う業務に従事した職員

薬剤散布作業従事手当

１件当たり１００円

感染症が発生又は発生する恐れがある場合に防疫作業等に
従事した職員

行旅病死人の収容護送作業に従事した職員

交替制勤務として夜間勤務に従事した職員

収集　日額５００円
処理　日額３５０円

１件当たり３００円

１件当たり５００円

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度）

職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

汚物の収集、処理作業従
事手当

救急出動した職員

54,594

死獣処理作業従事手当

支給実績（２２年度普通＜一般＞会計決算）

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

6,500

有害危険物取扱業務従事
手当

社会福祉事務従事手当

救急救命士の資格を有し、その業務に従事した職員

同

公の保護を受ける者等の住居を訪問して実地に調査、指導
を行った職員

同

国の制度
との異同

144,741

扶養手当

手　当　名

配偶者

内容及び支給単価

扶養親族1人につき

日額１５０円

１回当たり４５０円

ごみなどの収集、処理に従事した職員

１件当たり２００円

日額２００円

１件当たり１，０００円
行旅病死人収容護送作業
従事手当

21.0

市税、国保料等の実地徴収に従事した職員

支給実績（２３年度普通＜一般＞会計決算）

機関業務（車輌等の整備、点検作業）に従事した職員 １当務当たり２００円

消防職員業務従事手当

水火災出動した職員

日額３００円

左記職員に対する支給単価
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円 千円 円

※1 円

円

交通機関利用者　 千円 円

交通用具等利用者 同

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

～ 円

円

円 異 千円 円

円

円

円

円

円

同 ― 千円 円

同 ― 千円 円

※1

円　（上限額は国と同じですが、支給額の計算方法が異なります。）

円 (22年4月～24年3月)、 円 (24年4月～）

105,473

63,362

70,500

261,18214,365

23,600

23,254

31,642

通勤手当

異

27,000 異 算出方法

24,500

持ち家で世帯主

51,000

57,631

27,000

―

管理・監督
の地位にあ
る職員に対
し、官職の
区分に応じ
俸給月額に
10％～25％
を乗じた額

(22年度中に新たに要件を満たした者までを対象とする）

5㎞

2㎞

無し

5年間のみ
2,500円

22,700

同

21,800

異

55㎞

課　　長

60㎞以上

60㎞

55㎞

内容

住居手当

2,500

を加算

6ヵ月定期
代で一括支
給（上限
月55,000
円）

借家（最高支給限度額）

0

自ら居住する住宅購入な
どのための借入金を償還
している場合

10㎞

10㎞ 15㎞

4,100

 5㎞

6,500

2,000

20,900

25㎞

18,500

30㎞

25㎞

15㎞ 8,900

11,300

50㎞

40㎞ 45㎞

35㎞

20㎞

20㎞

73,768

66,000

13,700

16,100

休日に正規の勤務時間中の勤務を命
じられた場合、1時間当たり給与額に
135/100～160/100を乗じた額を支給

課長代理

35㎞ 40㎞

30㎞

45㎞

部　　長

休日勤務手当

2,500

支給単価

部長級

参　　事

借家（最高支給限度額）

持ち家で世帯主

自ら居住する住宅購入な
どのための借入金を償還
している場合（5年を限
度）

2,500

79,000

次長級

課長級

課長代理級

正規の勤務時間として午後10時から
午前5時まで勤務した場合、1時間当
たり給与額に25/100を乗じた額を支
給

次　　長

夜間勤務手当

50㎞

61,000

56,000

　22年4月1日の改正により、次のとおり支給額が改正されています。

―

円 を加算

理　事

42,000

2,961

0

管理職手当
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６　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

742,500×在職月数×30／100

700,000×在職月数×25／100

(注） １ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、

          

          

320,000540,000

765,600

926,300 680,000

612,000

571,500

　　（２３年度支給割合）

621,000

700,000

350,000

3.90

400,000

571,500

742,500

621,000

（参考）類似団体における最高／最低額

区 分 給 料 月 額 等

退
職
手
当

期
末
手
当

副 市 長

540,000議 員

議 長

3.90

１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

任期ごとに支給

議 員

　　（２３年度支給割合）議 長

副 市 長

市 長

市 長

副 議 長

給

料

8,400,000

10,692,000 任期ごとに支給市 長

副 市 長

副 議 長

報

酬
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（減の理由）
議員定数削減のため減

（減の理由）

（増の理由）

（減の理由）

（増の理由）
国・府からの事務移譲での業務増加のため増

＜参考＞
人

人）

（減の理由）

（増の理由）
消防組織における救急体制の充実のため増

＜参考＞
人

人）

（減の理由）

（減の理由）

（減の理由）

＜参考＞
人

（注）　１ 定員管理調査による一般職に属する職員数であり、臨時または非常勤職員を除きます。

２ [     ]内は、条例定数の合計です。

△3人

主な増減理由

（類似団体の人口1万人

0人

△2人

50.46

1人

社会福祉法人の監査等の事務権限移譲、及び
生活保護等の福祉関連業務増加のため増

人

人

△1人

機構改革による機能集約や、退職による欠員
を非常勤職員等で対応するため減

当たりの職員数

機構改革に伴う機能集約のため減

68.56

0人

0人

△2人人

92

平成２３年

人

人

人

301

31

人

300

30

460

人

人 69

人

71 2人

人

人

機構改革による機能集約や、退職による欠員
を非常勤職員等で対応するため減

0人

人

人

0

人 4

人

人

人

38.42人口1万人当たり職員数

91

人 △2人

3人

5

人

24

平成２４年

7472

人

5 6

26

人

人

人

人人 527

28

520
合　　計

[  728人  ］

　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

労　働

人

農林水産

土　木

議　会

衛　生

[  728人  ］
人口1万人当たり職員数

△7人
66.63

60

下水道

28

小　計

その他

66

人

7

人

6

消防部門

水　道

商　工

計

小　計

一
般
行
政
部
門

総　務

民　生

税　務

△5人65

　　　　　　区　　分
　部　　門

職 員 数

人口1万人当たり職員数

人

人 462

△2人

（類似団体の人口1万人

当たりの職員数

人

△2人

人

人 人

退職等による欠員を再任用短時間職員等で対
応するため減

人 △1人

58.91

[ 0人］

89

0

94

24

64

32

5

4

△1人

対前年
増減数

退職等による欠員を再任用短時間職員等で対
応するため減

退職等による欠員を再任用短時間職員等で対応するため減

普
通
会
計
部
門

教育部門
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（2)年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）

　

（注）　全職種での年齢構成です（教育長は除きます）。

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

１９年 ２０年 ２１年 ２２年

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２４年

△13人

過去５年間
の増減数（率）

２３年

301人

△4人

一般行政

教　育

消　防

527人

△29人

520人

460

2人

～

（-8.0%）

（-8.8%）

（-10.6%）

（6.3%）

69人

△40人

△60人

65人64人

564人

500人

89 （-12.7%）

71 （2.9%）

462人

300

23歳

13

477人

541人548人

60

職員数

70人

482人普通会計計

総合計

35

人 人

51

人

85

92人 92人

69人

553人

69人

28歳

人

　　　　　　　　年　度

部　門　別

3

未満

46

人

27歳

24歳

人 人

20歳

～

69人

55歳43歳 47歳 51歳

人

45 67 39

人

48 87

36歳

35歳

32歳

39歳

～～
44歳40歳 60歳52歳20歳

人

5190

人 人

以上59歳

～～

316人

56歳48歳

～ ～～

人

計

329人 323人

68人 66人64人

102人 93人

319人

93人

485人

～
31歳

公営企業等会計計

区　分

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

%
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【技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取り組みについて】

１．現状について

（1）職種ごとの人数、平均年齢、平均給与など及び民間データ

（2）年齢別職員数について

うち清掃職員

うち学校給食員

（3）その他給与に関する事項

　給料表は一般給料表を適用しており、また、諸手当や昇給の基準なども一般職員と同様です。

２．基本的な考え方について

３．具体的な取組内容について

４．その他

19人

23人

3人うちその他職員 1人

47歳

2人

6人

8人

48歳

「３　職員の平均給与月額、初任給等の状況」における「(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状
況（２４年４月１日現在）」の「②技能労務職」の欄のとおりです。

区　　分

59歳

52歳

～

7人

～ ～

9人

～

8人

～

7人

3人

43歳 51歳

2人

5人 68人

3人

以上

2人

計

60歳56歳

7人

26人

2人

3人

55歳

～ ～

39歳

44歳

35歳

～

27歳

36歳

7人

20歳

　今後も、市民サービスの維持向上に留意しつつ、職員定数の適正化や事務事業の見直し、業務の効率化を図ってい
きます。

13人

3人

24歳

23歳

　学校校務員の業務については、こどもの安全確保に留意しつつ、平成２０年度から組織体制を見直し、各学校への
配置は正規職員以外で行うこととしました。
　学校給食センターの業務については、安全性の確保と運営責任に留意しつつ、施設の建替えや改修に合わせて、調
理・配送業務の効率化を図っていきます。
　ごみ収集・運搬業務については、早急な民間委託の拡大は財政効果が期待できないため、退職者の状況を踏まえな
がら、内部体制の見直しにより効率化に努めます。その中で、ごみ収集・運搬業務以外にも、庶務的業務や作業計
画・ごみの減量化などに関する企画・立案・啓発事業などにも引き続き従事することにより、業務の効率化を図りま
す。

32歳

31歳

～ ～

　社会経済情勢の変化等を踏まえて、民間と行政との適切な役割分担を行いながら、市全体として職員定数の適正化
を図っています。
　その中で、技能労務職については、平成１４年度以降、退職者不補充として新規採用は行っておりません。今後、
限られた職員数の中で、「行政でしかできない分野」で人材を有効に活用するために、組織体制や業務内容の見直し
とともに、職種の枠にとらわれない職員配置など弾力的な人材活用を行っていきます。
　また、給与面に関しては、生計費や他の地方公共団体、民間の給与なども考慮し、市全体として適正な運用を行っ
ていきます。

11人 24人

28歳 40歳

技能労務職員
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８　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注） １ 職員手当には退職手当を含みません。

２ 職員数は、２４年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

１ 給料は、平成２２年４月から２％を減額しています。（平成２８年３月まで）

３ 職員手当のうち管理職手当を役職に応じて１０％から２０％減額しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） １ 基本給は、給料・扶養手当及び地域手当の合計額です。

２ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算  5～20％

（注）　１ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２ 支給割合などは標準的なものです。

千円 ％

269,787

基本給

366,89945.0

20.7

137,962 31,180

535,822

平均月収額

千円

Ｂ／Ａ

職員給与費比率

計　　Ｂ

める職員給与費比率

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

20.4

23年度の総費用に占

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

総費用 総費用に占める

　質収支

Ｂ

年度

千円

％

Ａ

純損益又は実

職員数

区　分

2923

一人当たり

7,491

千円

千円

93,660

給与費 　B/A

千円

6,350

人

平　均　年　齢

市町村平均とは、市町村（政令指定都市を除く）の水道事
業（簡易水道事業を含む）の一人当たり給与費　（以下同
じ）

千円

区　　分

48,107 217,249

45.4市 町 村 平 均

2.60

1.45

1.35

市町村平均

1,659 1,492

１人当たり平均支給額（２３年度）

　　　　　千円

528,316

交野市水道局

358,043

１人当たり平均支給額（２３年度）

― ―

年度

区　分

23 1,303,010

千円

―

市町村平均

(参考)

交野市水道局

0.65
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イ　退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

(勧奨退職者に限り　2％～20％)

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した職員に対して支給された平均額です。

ウ　地域手当

（２４年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

3

電気主任技術業務従事手当 電気主任技術者に選任され、その業務に従事した職員 日額１００円

水道料金徴収業務従事手当 水道料金の実地徴収等の業務に従事した職員 日額２００円

H21.4.1から、手当ての種類、金額の見直しを行いました。

59.28

―

―

―

27,630

31.0

41.34

59.28

一般行政職の制度（支給率）

33.50

47.50

―

59.28

水質検査等を行うため塩酸、硫酸、硝酸等の有害物を取扱った職員 日額１００円

329

手当の名称 主な支給対象業務及び職員

83

有害危険物取扱業務従事手
当

9,222

30.55

交野市水道局 市町村平均

支給対象職員数

支給実績（２３年度決算）

―

―

―

―

15,252

23.50

146,483

―

4,248

左記職員に対する支給単価

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

支給対象地域

全地域

職員全体に占める手当支給職員の割合（２３年度）

支給実績（２３年度決算）

支給率

3
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（２４年４月１日現在）

円 21

円 25

円 16

円 9

円 17

円 7

④定員管理の数値目標及び進捗状況

６（３）の交野市の数値目標に含んでいます。

千円

千円〃

〃

〃

249,714〃

105,529

1,748 千円

1,794

管理職手当 5,854

手　当　名

650,444

夜間勤務手当

通勤手当 1,546

休日勤務手当

住居手当 1,668〃

千円 96,625

5,164 千円５（６）の交野市の内容と同じです。 245,905

66,720

（２３年度決算）

支給職員１人当たり

内容及び支給単価

千円

平均支給年額

223

6,380

職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

支給実績
（２３年度決算）

支給実績（２２年度決算） 5,296

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 189

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

扶養手当

支給実績（２３年度決算）
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